
障入例11

仮使用lこ係る内容及び工事についての械要

1. 仮使用の内容

共同住宅の新築工事中 の建物の一部を、販売事務所及

びモデルルームの使用を目的として仮使用する。

2. 仮使用に係る工事の概要

モデルルームオープン時の新築工事の状況

①躯体工事は完了（上棟）、仕上げ工事（内、外装）を行っている。 （外部足

場は残っている。）

②仮使用を行う 2階及び、 2階までの階段、通路については工事が完了してい

る。

安全上の配慮

①仮使用部分は工事による飛来落下等の事故がないよう不燃材料で区画を行う。

②仮使用部分と工事の動線が重ならないよう計画する。

③安全計画書の内容を遵守し、工事部分及び仮使用部分の管理を行う。

3. 仮使用申請部分の概要

①用途：

②申請面積： nf 

③仮使用の期間： 平成 年 月 日～平成年月 日

4. 新築工事部分の概要

① 用 途：

② 建築面積：

③ 延床面積：

④ 情 j邑CJエ． 

⑤ 階 数：

⑤ 高 さ：
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2. 安全計画書（工事計画書）

ここで言う安全計画書とは法第 7条の 3による仮使用承認申請用のものと、法第90条の 3による安

全計画の届出用のものとの両者を指すもので、昭和53年建築指導課長通達（参考資料 No.12参照）の

別記 1および2にその様式が定められている。この様式をみてもわかるように、仮使用承認の場合も、

安全計画の届出の場合も、記載する内容の範囲としてはほとんど同じであるが、基本的には、前者が

概要を求めているのに対して、後者の場合には、より具体的に詳細に記載することになる。とくに

「v.出火危険防止Jについては安全計画の届出の方が、より詳細に記述することになっている。記

入上の差があるものに関してはそれぞれ場合分けして記入例を示している。

ここに示した記入例は、各項目について特徴的な部分を扱ったため、全体としてひとつの事例に基

づいたものではない。各項目毎に記入要領を理解し、実際に役立てていただきたい。

(1 ) 工事計画概要

この部分は仮使用申請用、安全計画の届出用とも共通である。「 1.工事名称、J「2.工事場所」、

r 3. 工事種別」、「4.建物概要Jに関しては、確認申請書に表記のものと同じとする。（図－24参

照）

「5.昇降機、建築設備又は工作物の概要Jに関しては、避難施設等に係る工事がある場合にのみ

その内容を記入すればよい。

安全計画. （工事計画書｝

工事計画概要

工事名桃 00病院増改築工事

2 工事場所 00県aコ市00町 1-1 -1 

3. 工事種別 増築および乙れに伴ろ既存僚の改修

4 ..物概要 イ用 病 院 RC 

（）内の政字は既 高
I 23. 1 m 

さ 事干の高さ ( 10. I m) 
高 26.0m 

. の高さ ( 13. 2 m) 

存f東部分を示す
ニ階 6 l l 

敵 地 上 （3）階・地下 (1）階・塔足（0）階

ホ建築面積 16附 8 ｜へ 延べ面積k
( 3. 012. 8 ) rrl 6, 880. 4 ) rrl 

5 昇降機・建築設 増築工事完了後、既存部分の非常照明、誘虜灯、自勧火災報知設備、スプ •）

備文は工作物の ンクラー設備、屋内 f角火栓設備等の整備を行号。

既望星
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(2) 仮使用承認申請部分または使用部分

仮使用申請用、安全計画の届出用ともに、その仮使用または使用部分の場所、用途、面積を明確に

する。仮使用部分（使用部分）は別図を添えてこれに黄緑色て表示するが、図面は申請図書（届出図

書）として必要とされるものを利用してもよい。用途はとくに仮使朋部分について明記すること。申

請面積は概数でよい。（図一25、26参照）

I 仮使用承認申請部分

1. 仮使用部分 別添図面K黄緑色で表示

2. 用 途
第 1次 A、B部分

3. 申請面積 概ね
6, 320 

第 2次 C部分 5,650 nf 

図－ 25 仮使用承箆申請の場合の配入例

I 使用部分〈（）内は仮使用承認申請部分）

1. 使用部 分 別添図面K黄緑色斜線で表示（黄緑色部分）

2. 用 途
事務所、店舗

3. 使用部分面積 概ね〈
3, 680 nf 

〈 事務室 ） 150 rd) 

図－ 26 安全計画の届出の場合の妃入例

(3) 基本的な施工計画

①工事施工手順の概要

建物の全体形状を示す簡単な平面図・断面図等を用いて、どの部分で工事が行われ、どの部分

を使用するかをなるべくわかりやすく表現する。詳しくは（2）の別添図面や工程表に記すことにな

るので、ここでは工事の念容玄概念的に示す：ものでよい。とくに、増築工事で既存部分の改修を

伴うような場合には、火災危険を建物内各所に分散させないため、ある範囲内ごとに工事を完結

させてから次の部分に着手するといった配慮、が必要であり、事前に所有者・管理者と十分協議を

して計画するべきである。

29 



m 基本的左施工計画

1. 工事施工手順の概要（概念図）
~仮使用部介
Eヨ工事部分

薬局等 ① 
増築（病槙 SF) ① 改修（ 1～R F) 

病被 病棟

｜ 現状図 Ia階建
仮使用（ 1～2F) 
改修（ 3～SF) 

③ 

仮使用（ 1～3 F) 
改修（ 4～RF) 

① 

仮使用（ 4～RF)
改修（ 1～3F) 

改修（ l～8F) 仮使用（ 3～RF) 
改修（ 1～2F) 

図－ 27 複雑な増改築の場合（病院の例）

m 基本的な施工計画

1. 工事施工手順の概要（概念図） ~仮使用部分
E:J工事部分

① 
① 

本館（ーし＋SF)

問
問
周

回
目
闘

改修

別館

(-1, +2F) 

⑤ 

⑤ 

現状図（基準階を示す）

増築（ 1～8 F) 

｜仮使用 5～ SF 
改修 1～4F

図－ 28 大規模建築の増改築の場合（デパートの例）
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m 

m 

基本的左施工計画

工事施工手順？概要（概念図）

~－一一仮使用部分
Eヨーー工事部分

国：；：：；；ム..；；：片山：＜)i)・:・t 
t> m焔紛：：：：：；：；：属階

4階

図－ 29 新築の場合（テナントビルの例）

基本的左施工計画

工事施工手順の概要（概念図〉

~一一仮使用部分

Eコ－－－－ T.事部分

施工手順は①，①・…・・の順Kよる。

臼 －①便所増築

Ll 竺l
~ 

~ ~~ 

~I；件
①壁撤去及び補修工事

図－ 30 中・小規模建築の増改築の場合（学校の例）

31 



これを表すためには、工事を各段階ごとにわけ、どのような状況になるかを模式図等を用いて

表現することも有効であろう。（図－27～30参照）

② 工事区画の位置及び構造

工事区画の位置は添付図面に指定の色で表示するが、規模が大きい場合や複雑な工事の場合で

は区画壁の種頴が複数になったりすることが予想されるため、その種別やディテールを判りやす

く表記すること。

③ 工事工程

工事工程表は原則として別に添付することが望ましい。一概に工程表といっても工事の種別や

工事の規模によって表現の方法が異なるが、この計画書で求められる工程概要は仮使用部分と工

事施工部分の相互の安全性を計りながらどのような手順と期間を要するものであるかが表現され

ることが大切である。下に示す例では触れていないが、既存不適格建物を増改築するためには仮

使用承認のための要件を満す事前工事が必要な場合もある。このような工事についても工程表に

は組み込んで説明を加えることが望ましし」また規模が小さい工事の場合は短期間で工事の様相

が変化するので週単位、日単位あるいは時間単位の工程表で説明する場合も考えられる。なお時

間111－位の工程を綿密に立てて計画することにより、休日や夜間に工事を集約し、仮使用の対象か

ら除外することが出来る場合もあるので充分な検討を行う必要があろう。（図一31-33参照）

④ 工事用資材等の澱入友ぴ管理方法

工事用資材等の訟入経路は添付する凶而に矢印で表示し、同時に府住者動線，工事者出入口、

資材搬HiA経路が充分安全に区分されていることを表現する必要がある。しかしながら小規模な

工事等で動線を平面的に分維しにくいなどの場合は、時間的に区分けするなど具体的な運用方法

について明記する。管理方法については添付図に、その旨をまじテ、出来るものについては書き込む

ことが望ましい。特に危険物品等については安全な場所を設定して表示する必要がある。また

例々の資材については別欄に記入するので、この欄では総合的にみた資材管理の基本原則を説明

する。中でも法第90条の 3に係るものについては、工事施工部分が移動したりすることが多いの

で、特に注意した考え方が必要である。（凶－34参照）
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~ 

工程表〈新築の複合建物〈事務所＋店舗）で 2期K渡る工事を行い、 1期完了時K完成建物を使用しながら 2期工事を行う例）

月 2 I 3 I 4 I 5 I 6 I 7 I 8 I 9 I 10 I 11 I 12 I 13 18 I 19 I a> I 21 I 22 I 23 I 24 I 25 I 26 

工 l 11次堀削減.T& 12~繍向11 I lヵーテソウオ－JV・付抗楓ff-ド l地下肥体地上肥体

I I I ふP仕上

検査

① ~ 
事

A 

受電
第第開 竣

備｜
一一始 工

期竣期部

考｜
工分

仮使用

※ 1 1期、 2期工事の接続部分の工事建築物Kも設備的Kも最小限として全館完成間際K集約した連結工事を行うことが好ましい

図－ 33 工程表の例①



23 22 21 20 12 u 

工程表〈婚女築を伴ろ病院で診療活動を行いながら工事を行う例）

10 9 8 7 6 5 4 

仮管理部徹去

！総合

；連結

：工事

仕上工事地上毎体工事基礎・地下値

体工事

工事

既存A病棟改修工事

既存 B病陳改修工事

既存 診療 棟改 修工 事

既存事務管理棟改修工事

新病棟建設

C心
-l==io 

竣
工
本
使
用
開
始

管
理
棟
仮
使
用
開
始

仮
使
用
開
始

A
棟
・
診
療
棟

新
病
棟
仮
使
用
開
始

考備

新病棟を先行工事し既存棟の一部を収容し、 2段階で改修を行いながら全体を完成させる工程を組んでいる。

新療棟の一部は一時的K診療部を収容し、最終的Kは全てを病棟iに使用するため、仮区画の単位を注意して計画する必要がある。

子 1

※ 2 

工程表の例②図－ 32 



C心
ιn 

工程表〈大型店舗の売場盤強のための大規横な慎暢替工事の例｝

2 3 4 5 6 7 8 9 JO 

<A階段服ヲ（Hl・ B2 ~）＞＜ No. 31、No.4（~~~~校；［：！ I <e階段延長｜官民芸 〈売場内張工事〉

I出 I~=4 I I官
解体工事 ’R岸工事

解体工事

二二二コ
B 2階 担体工事 艦体工事 雇体・｜下地工事

仕上工事 仕上工事 仕上工事

設備工事 位備工事

11 12 

ヱスカレータ延長工事
（日1・H2J宅）〉

仮股工事

c:::コ
解体工事

己コ
担体工事

股備工事

~ ヱス注目•117/DDJ

B 11帯

備 考 A 一般階仮使
用開始

レール取付工事エレベータ据l付工事

※1. ζの工程表例は、 7粂ー 3 90条一 3のどちらにも応用出来る例である。

く売帆L工夢〉 I I I 
側吉l二N。正レ←

角軍体工耳倶 置m.11
l解体工事

担体・下地工事
IZ'1llJ!l1llJ 
担体工事

仕上工事

担備工事

療2. 工作表作成のポイントとしては工事部分をむやみに拡大せず竪穴区間を 1ヶjilf-'プつ確実に完了し仮使用部分の安全を確保する掠心掛けることが大切である．

図－ 33 工程表の例③

検査・調整

Cl.唆工



4. 工事用資材等の搬出入及びその管理方法

①別添図の如く工事施工範囲と、使用している部分の区画を明確にし、外部に一次仮置場を

設ける。

②上階搬入のために荷物用（非常用兼用）エレベータを使用するので、一般使用と分けて夜

間20:00以降および休日とする。

①可燃用資材等は必要最小限の搬入とし、 1ケ所当たりの総量も余り大きくならない様分散

配置を心掛ける。

④工事現場内の整理、整頓を心がけ、残材、ゴミ等は 1日の作業終了後、外部へ搬出する。

図－34 一般的記入例

(4）工事により機能の確保に支障を生じる避難施設等、その他の安全施設及びその代替措置等

仮使用、安全計画の届出ともに記入方法は同じである。使用する部分において支障をきたす項目の

みについて記入する。 箇所 では、支障の生じるJaと支障の内容、ゑ等も記入すること。 工事期間

及び時間 に関しては、主障の実際に生じている期間を記入する。「代替措置の概要jは、必要に応

じて別図 (II. 基本的な施工計画で使用する別図を利用しでもよい）に表現しておき、ここでは文章

でその内容を説明すればよい。「管理の方法Jでは、危険を伴う作業等の安全管理方法を記入する。

（図－35参照）

(5) 出火危険防止

①仮使用承認申請の場合

出火危険のあるものはすべてここに記し、危険防止対策について記さなければならないが、仮

使用申請の場合には安全計画の届出の場合より簡単でよく、わかる範囲について記入すればよい。

「火気使用」とは主として裸火等を使用する機器を対象とし、「機械器具j とはその他の機~ifで

出火危険のおそれのあるものを対象と考えればよしE。「危険物等Jとは、消防法に定められてい

る危険物の他に、可燃性工事用資材のことを含めている。（図－36参照）

②安全計画の届出の場合

この場合は届出の提出される時期的にも、かなり工事について具体的に検討が進められるケー

スが多いはずであることから、仮使用のqi誌よりもさらに詳細な対策の記入が定められている。
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JV 工事Kより機能の確保K支障を生じる避難施設等、その他の安全施設等及びその代替措置等

種 数 箇 所 工事期間及び時間 代替措置の概要 管 理 の 方 法

イ 廊下その他の通 3階で避難経路変更 全工事期間中 。仮設仕切によって専用 。従業員への連絡を撒底す

路 経路を確保 る

ロ 直通階段等 3階で 1タ所のみ階段使用 II 。仮使用部分Kおいて現

ハ地下道等 不可 行法規を満足できる

1 － ー
スプリンクラー 3階図中A部分、作動不可 0月O日O時～O時

設備等 l l.StlliMl.S~~I-t ~ 。作業中および終了後の店
避

ホ 排煙設備 同 上 同 よ； 。消火器の重点配置 内巡視を行う

難 へ非常用の照明装 同 上 同 上

施
置

ト 非常用の昇降機

C心

設
チ防火区画 3階防火シャッター取替中 0月O日～O月O日 。工事部分を耐火 1時間 。との部分の工事を優先し

、、」
等 にA、B聞の区画が成立し 構造の仮囲いで区画す て行い仕上工事中にはシ

t~ l/l る ャッターが作動できるよ

。仮囲いの出入口は甲種 ろにしておく

防火戸とする

2 イ 消防用設備等 。自動火災報知設備 全工事期間中 。仮設の感知器、火災報

そ
( 1 ~含まれるも 仮使用部分全域 知器を設置する

の のを除く。）
他
の
安 ロ 非常用の進入口
全
施
設 ノ、 その他 。敷地内通路が 1.3Mしか 。工事用仮囲いで囲い、 通行K障害物が置かれない
等

とれない 危険のないよろ托する よろに管理する

図－ 35 一般白~lie入例



v 出火危険防止（火災発生のおそれのあるものK限る）

f重 類 集積又は設置方法 管 理 方 法

I. I ガス切断器 ｜移動式専用カートへのボンベの固定、非使用時｜使用責任者名を表示した火気使用許可証の発行・取付け、有資格

火
の一定場所への収納 者証携帯の義務づけ

使用時の巡回・点検

一．ヌL

使

用｜ 卜一テランプ ｜安定した平坦な場所での使用、非使用時の一定 ｜使用責任者名を表示した火気使用許可証の発行・取付け、使用時

場所への収納 の巡回・点検

C心
00 

2. 

イ危険物

塗料接着剤｜施…刊な切に集積仏

必要量のみを開缶する。

高積みを避ける。

集積場所、集積量を指定する。

集積場所K使用責任者名、集積物の内容、量を表示する。

火気厳禁の表示をするo

搬入時、 1日の使用終了時の数量を報告させ、確認する。

危

険

物

等

ロ 可燃性工事
用資材

木材 ・壁クロ ｜一定集積場所に、散乱しないように整置するo

ス・断熱剤j

火気を遠ざけた一定集積場所を指定し、鍛入数量を把握する。

3
機
微
器
具

ア ーク溶接機 ｜一定場所K整列・設置する。

非使用時の 2次電線以降の一定場所への収納

機器鍛入時の性能点検、電気工事有資格者による配線・結線使用

責任者名を表示した機器使用許可証の発行、取付け、有資格者証

携帯の義務づけ、防火養生の義務づけ、使用時の巡回・点検

図－ 36 仮使用承~申請の場合の記入例



施工者を含めて充分に安全対策を検討し、くわしい内容を記すことが必要とされる。「数量Jと

は一時的に使用あるいは集積される「火気使用」、「危険物品等J「機械器具jの最大量を示すも

のであり、工事期間中に使用される合計の数量のことではない。「場所Jでは、これらの使用・

集積される場合を具体的に示す。必要に応じ、別図に記入することが望ましい。「使用、持込み

期間及び時間Jは工程表に明示されている場合にはそれを利用しながら述べてもよい。「集積又

は設置方法」では集積物の散乱防止対策、自然発火、引火防止対策などについて記入する。「管

理の方法jはこれらに係る防火管理体制との関連などについて述べるようにする。（図－37参照）
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図－ 37 安全計画の届出の場合の託入例



図－ 38 仮使用承認申請の場合（建築物が大規模な場合）

工事部分における火災予防対策
(1) 火気を使用する場合は、その都度責任者K届出ること。 （火気使用届出はピル

1 Iィi 側防火管理者Kも提出する。）
(2) 火気を使用しての工事は火花受け等の防護措置及び消火器等を準備し、実施する

ζと。

工 (3) 火気使用後の点検は、防火担当者が必ず実施し、防火管理者に報告するとと。

火｜事

(4) 危険物及び可燃性物品を使用する場合は、換気、除じん又は火気の制限を行うと
と。

部 (5) 喫煙は、指定された場所で行うとと。

分
(6) 作業時間外K作業する場合は、責任者の承認を得て行ろとと。
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(2) 避難階段、通路及び非常口には避難上支障となる物品を放置しない ζと。
(3) 火気使用器具は使用前、使用後の点検と安全確認を行ろとと。
(4) 工事部分との防火区画付近には可燃物を放置しないこと。
(5) その他火災予防上必要な事項。

2 使用部分における火災予防組織及び業務分担
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措置

（注；火災予防組織の編成は規僕等K応じて作成し、当該欄K記載できない場合は別
紙とするとと。）

3・ i . 工事部分と使用部分の防火管理者相互の連絡を密Kするた臥 rooピル工事安全協議

~＝~1 は、 l人の防火管理者でもってたりるものとまるo>
部分絡12.使用部分と工事部分の連絡は、両管理室K眠置されたインターホンを活用して通報連
分の体I3. 火災等が発生した場合は、放送設備によりすみやかに全館K報知しなければならない。
と相制I4. 夜間は、営備員が随時巡回するととも K異常の有無を確認し、日誌Kより防火管理者
工互 Is. 相互の防火管理者は、夜間時の緊急連絡先一覧表を作成し、管理室の見やすい位置に
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1 災害発生時の対策

( 1) 火災等が発生した場合は、直ちに消防機関K通報するととも K次に示す任務分担Kより、

諸活動を行ろとと。

(2) 避難する場合は、使用、工事部分それぞれ作成した別図避難経路図により行ろとと。

(3) 工事部K存する下請業者も隊員としてそれぞれの立場で協力しなければならない。

2 自衛消防組織及び任務概要
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図－ 39 仮使用承認申請の場合（建築物が小規模な場合）

〈工事部分における火災予防対策）

イ I(1) 火気を使用する場合は、その都度防火管理者K届出する ζ と。

(2）火気を使用しての工事は、火花受け等の防護措置及び消火器等を準備し、実施する

ェ とと。
事（3) 火気使用後の点検は、防火担当者が必ず笑施し、防火管理者K報告すること。

(4) 喫煙は指定された場所で行うとと。
部 (5) 作業時間外に作業する場合は、責任者の承認を得て行うとと。

1. I分 (6) その他、火災予防上必要な事項
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防用 対策） 0支0配0人0 者に対する フロアー③地震時の初動指
部 ( 1) 火気器具は、 指導監督 。地

対 分 指定された場

火｜ 所以外では、 （注）防火管理者は、所有者側から選任するととが望ましい。ま
対 使用しない ζ た、防火管理者を選任する必要のないものについては、防

策 策 と。 火責任者をしてその業務を行ろとと。
及 (2) 喫煙は指定
び された場所で行うとと。

管｜ ｜組 (3) 火気使用器具は使用前、使用後の点検と安全確認を行うとと。

織 (4) 工事部分との防火区画付近Kは、可燃物を放置しないこと。
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制 l. 防火管理者は、工事地区の防火担当者と使用地区の防火担当者の連絡会を毎月O
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（注 1) 例 1(IC同じ。

（注 2) 本線式で内容を十分K記載できない場合等Kは、本様式Kその旨を記入し、別紙K記
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1. 災害発生時の対策

( 1) 火災時が発生した場合は、直ちK消防後関K通報するとともに、次の任務分担比より、

諸活動を行ろとと。

(2) 避難する場合は、防火管理者が作成した別図避難経路図Kより行ろ ζ と。

自衛消防組織及び任務概要

通報連絡係一災害発生時の作業場内への報知及び使

0000 用部分との連絡

避難誘導係一作業員等の避難誘導

0000 

消火係ー初期消火活動〈使用部分の火災を含む〉

0000 

0000 

地区隊長0000
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防
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長

通報連絡係ー災害発生時の使用部分内への報知及び

0000 工事部分との連絡

避難連絡係ー従業員等の避難誘導及び防火区画の確

0000 保

消火係ー初期消火活動（工事部分の火災を含む〉

0000 

0000 

地区隊長0000
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火

管

理

者

0
0
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の
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及

び

自
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SVC実施するものとする。

り行い、緊急時Kは相互K設置された非常ベノレKより事態発生の通報を行うこと。
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図－ 40 安全計画届出の場合（注；法90条の 3にもとづく新築工事の場合は図－38、39による

（工事部分における火災予防対策）
(1) 火気を使用する場合は、その都度防火管理者K届出するとと。

イ I{2) 火気を使用しての工事は、火花受け等の防護措置及び消火器等を準備し実施する

とと。
工 I(3) 火気使用後の点検は、防火担当者が必ず実施し、防火管理者に報告するとと。
官 I(4) 可燃性ガスを使用する場合は、換気、除じん又は火気の制限を行ろとと。

~I (5l 喫煙は、指定された場所で行うとと。
制 I(6) 避難設備等の機能を停止する場合は原則として使用部分の営業時間外とする ζとo

VI I 1・｜分、 I(1) その他火災予防上必要な事項

〈火災予防組織及び業務分担）
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の｜ 〈使用部分における火災予防対策）

策l対 Io) 火気使用器具は、指定された場所以外では使用しない ζ と。
｜策 I(2) 喫煙は指定された場所で行うとと。

理｜ ｜及 I(al 火気使用器具は、使用前、使用後の点検と安全確認を行ろとと。

び I(4l 工事部分との防火付近には、可燃物を放置しないとと。

組 I(5) その他火災予防上必要な事項
織｜ 〈注；使用部分については、既存の消防計画を補正して活用し、特K工事部分と

I ーフロア－tcついて計画の強化を図るとと。）

体 I3. 

使の
用相

部互 It. 使用部分と工事部分との常時の相互連絡は、防火担当者が行うものとし、特K作
分の

と連 I2. その他必要な事項
制｜工絡

事体
部制
分

教の I1. 防火管理者は、使用部分Kおける従業員に対し、作業日程をその都度周知徹底し、
育実｜
、 施 Iz. 使用部分と工事部分の両者一体となった防災訓練を新設（改修）する避難施設等の

訓状｜
練況 I3. その他の教育、訓練Kついては、既存の消防計画K基づき実施するものとする。

（注） 本械式で内容を十分K記載できない場合等Kは、本様式Kその旨を記入し、別紙K記載
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こと。）

1. 災害発生時の対策

(1) 火災等が発生した場合は、直ちに消防徴関に通報するとともに、次の任務分担により諸活

動を行号とと。

(2）代替避難施設等を使用する場合は、使用部分及び工事部分の特命係が操作するとと。

(3) 避難する場合は、防火管理者が作成した、別図避難経路図により行弓 ζと。

2. 自衛消防組織及び任務概要

通報連絡係ー災害発生時の作業場内への報知及び使用部分と

0000 の連絡

避難誘導係一作業員等の避難誘導

00αコ
消火係ー初期消火活動

αコ00
特命係一代替設備等の操作

班長αコαコ

通報連絡係一災害発生時の使用部分への報知及び工事部分と

0000 の連絡

避難誘導係ー従業員等の避難誘導及び防火区画の確保

0000 
消火係ー初期消火活動

0000 
特命係一 代 替 設 備 等 の 操 作

班長ooc:o

自

衛

消

防

隊

長

2 

災

害

発

生

時

の

対

策

及

び

自

衛

消

防

組

織

〈注；既存の消防計画を活用する場合は、工事部分と同一フロア－reついて計画の強化を図
るとと。）

業を開始する前Kは、工事部分の防火担当者は必ず防火管理者K報告するとと。

防災意識の高陽を図る ζ と。

工事期間K毎月O回実施するとと。
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(6）防火管理体制

法第 7条の 3により作成する安全計画書における VI防火管理体制の記載例は図一38及び、図－39の

とおりである。図－38は建築物が大規模な場合であり、図－39は建築物が小規模な場合であるが、計

画の作成にあたっては、建築物の大小のほかに工事従事者及び仮使用部分の従業員の多少等によって

も配慮する必要がある。また、図－38と図ー39の中間的な規模も当然、考えられるので、これらを参考

にして、それぞれの実態にあった計画を作成する必要がある。

法第90条の 3により安全計画書におけるVI防火管理体制の記載例は図－40のとおりであるが、これ

は建築物の主体構造の工事は行わず避難設備等、付随設備関係工事の場合のみ記載例であり、新築工

事に伴って安全計画書を作成する場合には、図－38又は図－39に準じた内容とする必要がある。

図－38、図－39及び図－40の記載様式では、十分にかききれないことも予想されるが、その場合に

は、それぞれそ別紙に記載し、その旨を図一38、図ー39又は図－40の様式に記載するとともに、その

別紙をそれぞれの様式のうしろに添付すること。

なお、安全計画書における防災管理体制の部分（図－38、39、40参照）については、その写しが、

消防法にもとづて「工事中の消防計画」としても使用できることとされたことから、同消防計画の内

容も充足するように記載する必要がある。

したがって、新築中の建築物については、一般的に安全計画書の作成が、 f工事中の消防計画jの

作成よりも早いと予想されるので、安全計画書の内容を、「工事中の消防計画jの内容も充足するよ

うに記載する必要がある。

また、既存の建築物を工事し、工事完了前に使用を開始する場合には、一般的には、消防計画が作

成されていると予想されるので、その消防計画を十分に参照して、安全計画書を作成する必要がある。

いずれにしても、工事中に使用が開始される建築物は、通常の建築物より、かなり出火危険が高いの

で、工事部分と使用部分の連けいを十分に図り、建築物全体が一体となった十分な防火管理体制を徹

底する必要がある。
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